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「新型コロナウイルス感染症蔓延下の災害対応」 

新型コロナウイルス感染症に対応した避難のあり方 
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     ＜概 要＞  

■ 新型コロナウイルス感染症の状況及び 
  大阪府の対応について 
 
■ 災害時における避難のあり方について 
 
■ 避難所運営マニュアル作成指針 
    (新型コロナウイルス対応編)について 
 
■ マニュアル作成後の取組みについて 
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新型コロナウイルス感染症の状況及び 
大阪府の対応について 
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新規陽性者数の推移 

新規陽性者数 累計陽性者数 ４ 

     新型コロナウイルス感染症の状況〈大阪府域〉  

4月9日 
92名 

4月18日 
88名 

7月7日 
累計1905名 



 新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた取組み 

   【大阪府】 
    緊急事態措置        
  ●外出自粛要請      令和２年４月７日から５月２２日まで 
     
  ●イベントの開催自粛要請 令和２年４月７日から５月２２日まで 
             
  ●施設使用制限の要請   令和２年４月１４日から５月３１日まで 
    

  【国】 
  緊急事態宣言  令和２年４月７日から令和２年５月２１日〈大阪府域〉 
  

 ●軽症患者等のための宿泊療養施設の確保と対応 
  ⇒ 病床数を確保するため、軽症者等のために市内ホテル１５００室余り 
    を準備。業者と協力しつつ、患者の搬送支援と宿泊支援を実施。 
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分析事項 モニタリング指標 
7月７日
現在    

府民に対する 
警戒の基準 

府民に対する 
非常事態の基準 

府民に対する 
警戒・非常事態解除の基準 

(１)市中での感染  
   拡大状況 

①新規陽性者における感染経路  
  不明者７日間移動平均前週 
  増加比 

3.06 
      ①２以上 

かつ 

②10人以上 
 

― ②10人未満 

②新規陽性者における感染経路 
  不明者数７日間移動平均 

7.00 

(２)新規陽性患者 
   の拡大状況 

③７日間合計新規陽性者数 
72

（26）     

120人以上 
かつ   

後半３日間で半数以上 
― ― 

④直近1週間の人口10万人 
  あたり新規陽性者数 

0.82      
 ― 

 
― 0.5人未満 

(３)病床のひっ迫 
   状況 

⑤患者受入重症病床使用率 1.6%       
― 
 

70%以上 
（「警戒（黄色）」信号が点灯
した日から起算して25日以内） 

60％未満 

 【参考指標】 ⑥確定診断検査における陽性率の7日間移動平均 2.3%       ― ― ― 

 【参考指標】 ⑦新規陽性者における感染経路不明者の割合 75.0% ― ― ― 

「大阪モデル」（7月3日修正） モニタリング指標と基準の考え方 
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修正「大阪モデル」による感染拡大防止の推進 次の波におけるステージ毎の対応方針 

イエローステージ（警戒） レッドステージ（非常事態） 

① ② ① ② 

■ 府民への 
  呼びかけ 

（これまでの取組みのさらなる徹底） 
・新たな生活様式（三つの密（密閉･            
 密集･密接）の回避等）の徹底 
・重症化や死亡のリスクが高い方（高 
 齢者、基礎疾患のある方）にクラス 
 ター発生施設や立地地域への外出に 
 あたっての注意喚起、家族・親族間 
 における感染防止の注意喚起 
・国の新型コロナウイルス接触確認ア 
 プリ、又は追跡システム登録の徹底 
・クラスター発生施設及び疑いのある 
 施設の利用者へのPCR検査受診の呼び 
 かけ・積極検査の実施 

（左記の取組に加え） 
・クラスター発生施設 
 及び疑いのある施設 
 のうち、感染防止宣 
 言をしていない施設 
 への外出自粛 
 

（イエロー①の取組に加え） 
・クラスター発生施設及び疑いの 
 ある施設のうち、感染拡大防止 
 に必要と考えられる施設への外 
 出自粛 
・府県間移動の自粛 

（左記の取組に加え） 
・クラスター発生施設、その他感 
 染拡大防止に必要と考えられる 
 施設への外出自粛 
・重症化や死亡のリスクが高い方 
 が利用されているデイサービス 
 やショートステイほか、通所系 
 福祉サービスを可能な限り利用 
 自粛 

■ イベント 

（これまでの取組みのさらなる徹底） 
・ガイドラインの遵守の徹底 
・追跡システムの導入、又は名簿作成など追跡対策の徹底 

（イエロー①の取組に加え） 
・府主催イベントの自粛 
・その他、国からの要請に基づく 
 イベントの自粛 

（左記の取組に加え） 
・ガイドラインが遵守されていな 
 い場合には自粛 

■ 施 設 

（これまでの取組みのさらなる徹底） 
・ガイドラインの遵守の徹底 
（感染防止宣言の呼びかけ） 
・追跡システムの導入、又は名簿作成 
 など追跡対策の徹底 
・施設内での感染拡大が懸念される社 
 会福祉施設等（特別養護老人ホー 
 ム、デイサービス等）へのあらため 
 ての注意喚起 
・クラスター発生施設及び疑いのある施設に 
 対する従業員へのPCR検査受診の協力 

（左記の取組に加え） 
・クラスター発生施設  
 及び疑いのある施設 
 のうち、感染防止宣 
 言をしていない施設 
 の休止 
 

（イエロー①の取組に加え） 
・クラスター発生施設及び疑いの 
 ある施設のうち、感染拡大防止 
 に必要と考えられる施設の休止 
 

（左記の取組に加え） 
・クラスター発生施設、その他感 
 染拡大防止に必要と考えられる 
 施設の休止 
 
 

■ 学 校 

・授業形態は、平常授業 
・教室の人数は、通常（40人まで） 
・感染リスクの高い活動（近距離での活動、合唱・管楽器演奏 
 等）について、感染防止対策のさらなる徹底 

・授業形態は、分散登校・短縮授業・オンライン授業 
・教室の人数は、20～15人程度 
・感染リスクの高い活動（近距離での活動、合唱・管楽器演奏等） 
 を実施しない 

※レッドステージでは、上記取組に限らず、感染状況を踏まえ感染拡大防止に必要と考えられる措置を実施。 
 （例:生活維持に必要な場合を除く外出自粛 など） 

病床使用率 低 高 
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災害時における避難のあり方について 
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   災害時における避難のあり方 

◇ 近年の災害認識 
 

 ・広域化 
    令和元年台風１９号：関東～東北の広域にわたり被害 
 ・激甚化  
  線状降水帯、大型台風の直撃などにより大きな被害が発生 
 ・頻発化 
   数十年に一度のレベルの風水害が毎年発生 
 

H30 台風２１号 
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   災害時における避難のあり方 

 
  新型コロナウイルス感染症蔓延下における避難のあり方 
 
 
 ・ハザードマップ等で自分のいる場所が安全か？避難が必要か？を確認 
 
 ・多様な避難場所の確保、可能な限り多くの避難所の開設が必要 
  
 ・安全な自宅での待機、親せきや友人の家等への避難の検討を周知 
 
 ・感染を恐れて車やテントでの避難が出ることも想定した支援が必要 

10 



     災害時における避難のあり方  

出典：内閣府 
11 



避難所運営マニュアル作成指針(新型コロナ 
    ウイルス対応編）[6月3日 大阪府］について 
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 避難所運営マニュアル作成指針（新型コロナウイルス対応編）  

◇災害時においては、新型コロナウイルス感染症の対策を徹底し、 
 適切な避難所運営が必要。 
 
◇市町村における避難所運営マニュアルを準備しておく必要。 

大阪府では、「避難所運営マニュアル作成指針（新型コロナウイル
ス対応編）」を策定し、市町村のマニュアルの充実を支援 
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各市町村が新型コロナを踏まえつつ、避難所運営にあたり考慮すべき事項を具体的に記述 

府域では感染拡大が抑制するも、治療薬やワクチンの開発がされるまでは新型コロナ対応は長期化 
      ⇒ 今後も「ウイルスとの共存」を前提しつつ、災害対応を考慮する必要      

従来の『避難所運営マニュアル作成指針』 （新型コロナウイルス感染症対応編） 

【避難所運営のポイント】 

多様な避難所等の確保  

■ 指定避難所に加えて 、 
   ⇒自宅が安全な場合は、👉自宅待機（２階へ垂直避難） 
   ⇒親戚や知人宅など安全な場所がある場合👉「分散避難」 
■ 管内あるいは府内に所在するホテルや旅館等の活用 
■ 学校における使用していない空き教室等の活用 など 

新型コロナウイルスを知る 
■ 新型コロナウイルスの特徴等を理解し対策をとる 
   ⇒「３つの密」にならないような対策の徹底 
■ 専門的知見を有する保健所との連携が必要 

避難所における感染防止  

■避難所等における感染防止を図るため、 
   ⇒自宅療養者、濃厚接触者及び一般の避難者のための避難所・避難ス 
    ペース区分 
   ⇒避難所における、世帯間の空間確保や発熱者への対応 
   ⇒避難所における「人と人の距離の確保（世帯間で１～２ｍ以上の 
    間隔、一人当たり４㎡程度を目安）」「マスクの着用」「手洗い  
    などの手指消毒」など感染防止の徹底 など 

追加点① 

追加点②、③ 

 『避難所運営マニュアル作成指針』（新型コロナウイルス感染症対応編）  
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自宅療養者 

濃厚接触者 

保健所 
市町村 

危機管理部局 

専用避難所・ 
避難スペース 

専用避難所・ 
避難スペース 

発災 

③【避難】 

③【避難】 

一般避難者 

避難 

避難の際は 
非常持出品＋マスク、体温計、消毒
液など 
可能であれば、体温計測 

避難所 
受付 

健
康
状
態
の
聞
き
取
り 

異常なし 

咳・熱有 

一般用避難スペース 

専用スペース 

３密を避けるため、4㎡／
人程度を目安としスペース
を確保 

他の避難者と接触しないよ
うゾーン及び動線、トイレ
等を分ける‼ 

住 

民 

事 前 対 策 

②【伝達】事前に選定
した専用避難所・避難
スペース等を伝達 

①【連携】自宅療養者、濃厚
接触者の避難方針、移動方法
等を協議 

発 災 時 

事前に 
・ハザードマップ等から自宅の災害リスクを確認 
・自宅に災害リスクがない場合は、自宅待機（２階 
 へ垂直避難）を検討 
・避難所における3密を回避するため、親戚や友人 
 の家等への避難も検討 

避難所内 
避難スペース 

発熱 

 『避難所運営マニュアル作成指針』（新型コロナウイルス感染症対応編）の主なポイント  
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避難所（体育館等） 

ホテル・旅館 

空き教室 

親戚・友人宅 

自宅 

府、国等の研修所 
宿泊施設 

自宅待機 

ハザードマップ等 
安全確認 

可能な場合 

作成指針（新型コロナウイルス感染症対応編）の主な追加点（➀多様な避難所等の確保）  
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＜短期間避難の場合＞ ＜従来＞ 

＜長期間避難の場合＞ 

テープ等による区画表示 

パーティション等を利用した場合 

テントを利用した場合 

カーテン パーティション 

作成指針（新型コロナウイルス感染症対応編）の主な追加点（②避難所レイアウト（例）） 

出典：内閣府「健康な者の避難所滞在スペースのレイアウト（例）」 
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■ 避難所では… 

 ➡「うつさない・うつらない」配慮 
  

■ 災害時は「まず命を守る行動」 

 ➡ 躊躇なく行動 
   （あらかじめ避難先を決定） 
  
               
  

人と人との距離 

マスク着用 マスク着用 

消毒 

非常用品 

携行お願いします！ 

土足厳禁 

作成指針（新型コロナウイルス感染症対応編）の主な追加点（③府民の皆さまへのお願い等） 
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マニュアル作成後の取組みについて 
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   マニュアル作成後の取組みについて  

◇ 避難所における感染症対策の定着に向けた取り組み 
 
 ・市町村と保健所の連携体制を確立 
 
 ・避難所開設・運営訓練を実施 
 
 ・備蓄物資の見直し 
 
 ・国・府所管施設、ホテル・旅館等を避難所として活用 
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◇ 市町村（危機管理部局）と府立保健所との連携支援 
  市町村（危機管理部局）と府立保健所との相互の窓口担当者 
  の連絡先を通知（6月18日） 
  ⇒保健所設置市を除く、府内３４市町村のうち２４市町村で連携   
       体制を構築済残る１０市町村も保健所からアプローチしながら   
       体制構築中 
 
 

 マニュアル作成後の取組み（市町村と保健所との連携体制の確立） 

21 

◇ 府内（危機管理室と健康医療部）における調整 
  自宅療養者及び濃厚接触者に関する情報共有の在り方を確立  

確保した「専用避難所・避難 
スペース」の情報を共有 

市町村 保健所 
自宅療養者 
濃厚接触者 最寄の「専用避難所 

・避難スペース」の 
情報を提供 

◇ 市町村向け研修会を実施（6月25日・２６日） 
 ・国の動き、府としての取組状況などを情報共有 
 ・市町村担当者と意見交換 



【目的】 
  避難所運営マニュアル作成指針(新型コロナウイルス感染症対応編)に基づき、これまでの避難所 
  開設・運営との違いについて、実地で確認を行う。 
 
【内容】 
  ・日  時：7月22日（水）調整中 
 
  ・場  所：元堺市立原山台ひかり小学校 
 
  ・訓練項目：〇総合、個別受付の設置・運営 
         ・一般避難者や要配慮者、発熱者等の振り分け等について確認 
         ・感染症対応に必要な物資の確認 
        〇一般避難者スペースの設定 
         ・十分な空間確保方法について確認（テープ表示、パーテーション設置など） 
         ・消毒清掃ポイントの確認 
         ・換気方法の確認 
        〇発熱者等専用スペースの設定 
         ・ゾーン設定や動線分け方法の確認 
             

府内市町村職員の見学が可能です！ 

 マニュアル作成後の取組み（避難所開設・運営訓練） 
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 ◇ 大阪府域救援物資対策協議会（府内市町村と府で構成：7月 

   16日（木）15：00～実施予定）で決定 

   ①コロナ感染症対策等に必要な品目の追加 

   ②各品目の備蓄目標数量・期間を設定 

  

 ◇ 物資調達・輸送調整等支援システムを活用した備蓄情報の共有 

 

  

 

 マニュアル作成後の取組み（備蓄物資の見直し） 

大阪府では緊急的に、簡易ベッド、パーティションなど必要な 
 備蓄物資について予算措置し、台風期までに備蓄の予定 
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〈ホテル〉 
 国が取りまとめた避難所活用に前向きなホテルのリスト 
  ・府内 111施設 
   うち、93施設が大阪市内 
      管内に施設のない市町村が33市町村 
    ⇒府として、大阪市以外の市町村も活用することができるよう、 
     各施設と利用方法や料金の考え方をまとめた基本協定を締結する予定 
 
〈旅館〉 
 大阪府旅館ホテル生活衛生同業組合(旅館の組合)と府で防災協定の締結準備中 
 

〈国・府所管設〉 
 国・府施設のリストを市町村に提示 ⇒市町村において避難所として活用検討を！ 
  

 マニュアル作成後の取組み 
    （国・府所管施設、ホテル・旅館等を避難所として活用） 
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◎これらの協定が締結でき次第、各市町村に情報提供し、災害発生時に活用を！ 



 
■ 府有施設の利用例 
  柏原市・富田林市・泉佐野市・貝塚市が 
  指定避難所となっている府立高校の教室部分を新たに活用 
 
■ 市町村独自の開拓例 
  ・泉大津市が住友ゴム工業（株）泉大津工場（体育館・駐車場：約500人収容） 
   と協定 
  ・摂津市が三星ダイヤモンド工業（株）（会議室：約100人収容）と協定 

 マニュアル作成後の取組み 
      （国・府所管施設、ホテル・旅館等を避難所として活用） 
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ご清聴ありがとうございました 
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